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平成 16年 3月期　　個別中間財務諸表の概要
平成 15年 11月 11日

会 社 名　　株式会社　ヤマザワ　　　　　　     登録銘柄
コ ー ド 番 号　　９９９３　　　　　　　　　　　　　　　本社所在都道府県　山形県

（ＵＲＬ　http://www.yamazawa.co.jp）
代　　表　　者　役職名　　　  代表取締役社長

氏　　　　名  山　澤　　　進

問い合わせ先　　責任者役職名　常務取締役管理本部長

　　　　　　　　氏　　　　名　板　垣　宮　雄　　　　　ＴＥＬ（023）631－2211
決算取締役会開催日　　平成 15年 11月 11日　　　　　   中間配当制度の有無　　有
中間配当支払開始日　　平成―年―月―日　　　　　　　　単元株制度採用の有無　有（１単元 100 株）

１．15年 9月中間期の業績（平成 15年 4月 1日～平成 15年 9月 30日）
(1) 経営成績

営　業　収　益 営　業　利　益 経　常　利　益

15年 9月中間期
　14年 9月中間期

百万円　　　％

35,154（　3.7）
33,914（  3.3）

百万円　　　％

1,318（△3.7）
1,368（ 10.3）

百万円　　　％

1,301（△2.2）
1,330（ 12.8）

15年 3月期 67,863           2,286           2,257

中 間 (当 期) 純 利 益 1株当たり中間
(当期)純利益

　15年 9月中間期
　14年 9月中間期

百万円　　　％

            693（ 0.9）
             687（ 7.9）

円　　銭

　　　　83     53
　　   　82     75

15年 3月期             1,010           118     39
(注) 1．期中平均株式数  15年 9月中間期 8,301,661 株   14年 9月中間期8,302,040株  15年 3月期8,301,930株
    2．会計処理の方法の変更　　　無
    3．営業収益、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率
(2) 配当状況

1株当たり
中間配当金

1株当たり
年間配当金

　15年 9月中間期
　14年 9月中間期

円　銭

              0  00
              0  00

円　銭

―

―

　　　　　
　　　　　

　　15年 3月期 ―              22  00

(3) 財政状態
総　資　産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本

　15年 9月中間期
　14年 9月中間期

百万円

32,603
32,513

百万円

17,170
16,353

％

      52.7
       50.3

円　　銭

      2,068    35
      1,969    89

　　15年 3月期 33,081 16,648        50.3       2,002    02
(注) 1．期末発行済株式数  15年 9月中間期 8,564,850株　14年9月中間期 8,564,850株  15年3月期 8,564,850株
    2．期末自己株式数　  15年 9月中間期　263,278株　14年9月中間期　262,951 株　15年 3月期　263,150 株

２．16年 3月期の業績予想（平成 15年 4月 1日～平成 16年 3月 31日）
1株当たり年間配当金

営業収益 経常利益 当期純利益
期　末

通 　 期

百万円

70,700
百万円

2,320
百万円

1,250
円　銭

    22  00
円　銭

　　22　00
(参考) 1株当たり予想当期純利益（通期）　　147円　20銭

　※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。

　　実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。
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1.中間財務諸表等

（１）中間貸借対照表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

当中間会計期間末

( 平成1 5 年 9 月3 0 日現在)

前中間会計期間末

( 平成1 4 年 9 月3 0 日現在)

　　前事業年度末の

　　要約貸借対照表

( 平成1 5 年 3 月3 1 日現在)

　　　　　　　　期別

科目

　金　　　額 構成比 　金　　　額  構成比 　金　　　額  構成比

（資産の部）

Ⅰ　流　動　資　産

１．現金及び預金

２．売 掛 金      

３．た な 卸 資 産      

４．繰延税金資産

５．そ の 他      

６．貸 倒 引 当 金      

流動資産合計

Ⅱ　固　定　資　産

１． 有形固定資産

( １)  建　　　物

( ２)  土　　　地

( ３) 　そ の 他     

        計

２． 無形固定資産

３． 投 資 そ の 他 の 資 産       

( １)    投資有価証券

( ２)    差 入 保 証 金      

( ３)    繰延税金資産

( ４)    そ の 他      

( ５)  貸 倒 引 当 金      

　　　　計

　　  固定資産合計

資産合計

3,852,338

3,610

1,843,155

260,876

1,167,750

△         557

7,127,174

9,157,584

10,786,237

993,514

20,937,336

607,435

1,205,296

1,236,148

366,376

1,124,542

△　　　 1,006

3,931,358

25,476,130

32,603,304

％

　　　  

21.9

64.2

1.9

12.0

78.1

100.0

4,281,028

2,619

    1,808,474

182,762

993,606

△        899

7,267,592

8,777,995

11,429,664

1,064,890

21,272,550

600,986

1,162,199

1,256,587

281,623

671,710

△          1

3,372,120

25,245,657

32,513,249

％

　　　   

22.4

65.4

1.8

10.4

77.6

100.0

4,616,920

2,624

1,701,669

234,348

1,116,669

△　　　1, 0 0 0

7,671,232

8,994,399

10,395,148

1,578,359

20,967,907

605,680

1,138,540

1,256,194

384,703

1,058,531

△　　　1, 0 0 6

3,836,962

25,410,550

33,081,782

％

        

23.2

63.4

1.8

11.6

76.8

100.0
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

当中間会計期間末

( 平成1 5 年 9 月3 0 日現在)

前中間会計期間末

( 平成1 4 年 9 月3 0 日現在)

　　前事業年度末の

　　要約貸借対照表

( 平成1 5 年 3 月3 1 日現在)

　　　　　　　　期別

科目

　金　　　額  構成比 　金　　　額  構成比 　金　　　額  構成比

（負債の部）

Ⅰ　流　動　負　債

１． 買 掛 金         

２． 1 年内償還予定転換社債

３． 短 期 借 入 金         

４．未 払 法 人 税 等         

５．賞 与 引 当 金         

６．ポイント費用引当金

７．そ の 他         

流動負債合計

Ⅱ　固　定　負　債

１．転 換 社 債         

２．長 期 借 入 金         

３．退 職 給 付 引 当 金         

４．役員退職慰労引当金

５．そ の 他         

　　固定負債合計

　　負債合計

（資本の部）

Ⅰ　資 本 金         

Ⅱ　資 本 剰 余 金         

１．資 本 準 備 金         

　　　  資本剰余金合計

Ⅲ　利 益 剰 余 金         

１．利 益 準 備 金         

２．任 意 積 立 金         

３．中間( 当期) 未処分利益

    利益剰余金合計

Ⅳそ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金          

Ⅴ　自 己 株 式         

資本合計

負債・資本合計

4,404,891

2,655,000

2,822,100

675,286

278,000

113,718

2,638,190

    13,587,186

　　―

600,000

256,525

364,359

624,646

1,845,531

15,432,718

1,994,946

1,806,803

1,806,803

199,750

12,501,083

1,010,838

13,711,671

4,923

△　　 347,759

17,170,586

32,603,304

％

41.7

5.7

47.4

6.1

5.5

    

42.1

0.0

△　1 . 1

52.6

100.0

4,431,344

　　―

3,158,200

      724,307

274,000

56,099

2,507,645

   11,151,597

2,655,000

1,052,100

291,341

349,474

659,942

5,007,858

   16,159,455

　 1,994,946

1,806,803

1,806,803

199,750

11,788,137

917,185

12,905,072

△　　　5, 6 6 2

△　　347,367

16,353,793

32,513,249

％

34.3

15.4

49.7

 6.1

5.6

        

39.7

△  0.0

△  1.1

50.3

100.0

4,123,094

2,655,000

2,715,200

758,404

284,000

86,671

3,794,257

14,416,628

　　―

777,000

270,330

357,104

612,529

2,016,964

16,433,593

  1,994,946

  1,806,803

1,806,803

　　

199,750

11,788,137

1,241,008

13,228,895

△ 　　34,862

△　　347,594

16,648,188

33,081,782

％

43.6

6.1

49.7

6.0

5.5

         

40.0

△　0 . 1

△　1 . 1

50.3

100.0
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（２）中間損益計算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

当中間会計期間

  自平成1 5 年 4 月 １日

  至平成1 5 年 9 月3 0 日

前中間会計期間

  自平成1 4 年 4 月 １日

  至平成1 4 年 9 月3 0 日

    前 事 業 年 度 の       

    要約損益計算書

  自平成1 4 年 4 月 １日

  至平成1 5 年 3 月3 1 日

　　　　　　　　期別

科目

 金        額 百分比  金       額 百分比  金       額 百分比

Ⅰ　売　  上  　高

Ⅱ　売  上  原  価

　　　売上総利益

Ⅲ　その他の営業収入

　　　営業総利益

Ⅳ　販 売 費 及 び 一 般 管 理 費         

　　　営業利益

Ⅴ　営 業 外 収 益

Ⅵ　営 業 外 費 用

　　経  常  利  益

Ⅶ　特  別  利  益

Ⅷ　特  別  損  失

税 引 前中間（当期）純利益           

法 人 税 、 住 民税及び事業税           

法人税等調整額

中間（当期）純利益

前期繰越利益

中間（当期）未処分利益

34,084,552

25,344,422

8,740,129

1,070,008

9,810,138

8,491,747

1,318,390

31,869

48,398

1,301,861

43,291

10,889

1,334,262

676,020

△35,171

693,413

317,424

1,010,838

％

100.0

74.4

25.6

3.2

28.8

24.9

3.9

0.0

0.1

3.8

0.1

0.0

3.9

2.0

△　0 . 1

2.0

32,933,962

24,623,916

8,310,045

980,457

9,290,502

7,921,505

1,368,997

14,367

52,716

1,330,648

33,787

38,767

1,325,669

724,334

△     85,682

687,017

230,168

917,185

％

100.0

74.8

25.2

3.0

28.2

24.0

4.2

0.0

0.2

4.0

0.1

0.1

4.0

2.2

△  0.3

2.1

65,933,345

49,126,786

16,806,559

1,929,938

18,736,497

16,450,230

2,286,267

69,623

98,198

2,257,692

74,380

340,352

1,991,720

1,201,646

△　　220,766

1,010,839

230,168

1,241,008

％

100.0

74.5

25.5

2.9

28.4

24.9

3.5

0.1

0.2

3.4

0.1

0.5

3.0

1.8

△　0 . 3

1.5
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（３）中間財務諸表作成の基本となる事項

１． 資産の評価基準及び評価方法

(１） 有価証券

① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

② その他有価証券

(イ)  時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額金は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法による。)

( ロ)  時価のないもの

移動平均法による原価法

(２)  たな卸資産

　　①商品　　（店　　　舗）　　　　　　　　　　　売価還元法による原価法

　　　　　　　（生鮮センター及びドライセンター）　最終仕入原価法による原価法

　　②貯蔵品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法

２． 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

　　　定率法を採用しております。　主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　建物　３年～47 年

② 無形固定資産

　　　定額法を採用しております。

　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

　　　定額法を採用しております。

３． 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

② 賞与引当金

　　　従業員へ支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③ ポイント費用引当金

　　　ポイントカード制度により付与されたポイントの未回収額に対し過去の回収実績率に基

　　　づき、将来利用されると見込まれる額を引当金計上しております。

④ 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

　　　額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

            数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

　　　　　　の年数(5 年) による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理す

　　　　　　ることとしております。

⑤ 役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しており

　　　ます。

４． 重要なリース取引の処理方法

　　　　　  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　　　　  については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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５． その他中間財務諸表作成のための重要な事項

　　　　　　消費税等の会計処理は、税抜方法によっております。

　　　　　　仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の｢その他｣に含めて表示しており

　　　　　　ます。
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【注記事項】

（中間貸借対照表関係）                                                           ( 単位: 千円)

            期　　別

 　項　　目

当中間会計期間末

( 平成1 5 年9 月3 0 日現在)

前中間会計期間末

( 平成1 4 年9 月3 0 日現在)

前事業年度末

( 平成1 5 年3 月3 1 日現在)

1 .  有形固定資産の減価償却

　　　　　　　　　累計額

2 .  担　保　提　供　資　産

3 .  保 証 債 務           

4. 当座貸越契約及び

　貸出コミットメント契約

11,668,260

6,665,886

741,670

当社は、運転資金の効率的な
調達を行うため取引銀行8 行

と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結し
ております。これら契約に基

づく当中間会計期間末の借
入未実行残高は次のとおり

であります。

当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額

　　　　　　　5,300,000
借入実行残高

　　　　　　　2,370,000

差　 引　 額  2,930,000

      10,885,412

       6,692,569

         957,202

当社は、運転資金の効率的な
調達を行うため取引銀行8 行

と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結し
ております。これら契約に基

づく当中間会計期間末の借
入未実行残高は次のとおり

であります。

当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額

　　　　　    6,300,000
借入実行残高

　　　　　　　2,270,000

差　 引　 額  4,030,000

　　　11,250,038

　　   6,609,732

　　　　 886,936

当社は、運転資金の効率的な
調達を行うため取引銀行8 行

と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結し
ております。これら契約に基

づく当事業年度末の借入未
実行残高は次のとおりであ

ります。

当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額

　　　　　　　5,300,000
借入実行残高

　　　　　　　1,970,000

差　 引　 額  3,330,000

（中間損益計算書関係）                                                          ( 単位: 千円)

　　　　期　　　別

　

　 項　　　目

当中間会計期間
 自 平成1 5 年4 月 1 日

 至 平成1 5 年9 月3 0 日

前中間会計期間
 自 平成1 4 年4 月 1 日

 至 平成1 4 年9 月3 0 日

前事業年度
 自 平成1 4 年4 月 1 日

 至 平成1 5 年3 月3 1 日

1. 減価償却実施額

  有形固定資産

　無形固定資産

2. 営業外収益のうち主要なもの

　受取利息

　受取配当金

3. 営業外費用のうち主要なもの

　支払利息

　社債利息

461,446

10,568

4,905

3,701

15,990

14,602

         448,043

          12,207

           2,576

           3,830

          22,467

          14,602

918,169

24,717

9,137

6,532

40,460

29,205
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（リース取引関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

当中間会計期間

      自　平成1 5 年 4 月 1 日

      至　平成1 5 年 9 月3 0 日

前中間会計期間

      自　平成1 4 年 4 月 1 日

      至　平成1 4 年 9 月3 0 日

前事業年度

      自　平成1 4 年 4 月 1 日

      至　平成1 5 年 3 月3 1 日

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引
1. リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額
       取 得    　　 減価償却　　中間期末

       価 額    　　 累 計 額    　　残 高    

       相 当 額    　　 相 当 額    　　相 当 額    

有形固定資産その他

     2,504,431 　　1,362,616 　　1,141,814

無形固定資産

       675,924 　　　518,376 　　　157,548

合　　　　　　　計
     3,180,355 　　1,880,992 　　1,299,362

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。

2. 未経過リース料中間期末残高相当額

１年内             467,926

１年超           　831,436

　計             1,299,362

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。

3. 支払リース料及び減価償却費相当額

　　支払リース料
　　（減価償却費相当額）

                        286,400

4 ．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引
1. リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額
       取 得    　　 減価償却　　中間期末

       価 額    　　 累 計 額    　　残 高    

       相 当 額    　　 相 当 額    　　相 当 額    

有形固定資産その他

     2,912,721     1,628,068   1,284,652

無形固定資産

       640,704       392,692     248,011

合　　　　　　　計
     3,553,425     2,020,761   1,532,664

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。

2. 未経過リース料中間期末残高相当額

１年内             541,677

１年超             990,987

　計             1,532,664

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。

3. 支払リース料及び減価償却費相当額

　　支払リース料
　　（減価償却費相当額）

                        316,706

4 ．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引
1. リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額
     取 得    　　 減価償却　　 期　　末

     価 額    　　 累 計 額    　　 残 高    

　   相 当 額    　　 相 当 額    　　 相 当 額    

有形固定資産その他

　   3,047,781 　　1,855,054 　　1,192,726

無形固定資産

　   　675,924 　　　457,350 　　　218,573

合　　　　　　　計
     3,723,705 　　2,312,404 　　1,411,300

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しており

ます。

2. 未経過リース料期末残高相当額

１年内        　　510,561

１年超        　　900,739

　計            1,411,300

（注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。

3. 支払リース料及び減価償却費相当額

　　支払リース料
　　（減価償却費相当額）

     　　　　　　　　608,350

4 ．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。

( 有価証券関係)

  前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。


